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１ 下⽔道事業の概要（１）集合処理と個別浄化槽
下⽔道事業の概要のうち、集合処理と個別浄化槽の違いについて説明します。

集合処理
（公共下水道、農業集落排水、コミュニティ・プラント）

個別浄化槽

各家庭や事業所から排出される汚⽔を下⽔道管で集めて、
ひとつの⼤きな処理施設でまとめて浄化する処理方式で
す。⼈⼝密度が⾼い市街地などでは、１⼾あたりの整備
費用が抑えられ経済的です。

下水道管でつないで汚水処理場へ

各家庭の敷地内に浄化槽を設置し、その家から出る汚⽔
を個別に処理して放流する仕組みです。

１世帯に１基設置

個別浄化槽のメリットは︖Ｑ
下⽔道管を整備するには多額の費用が
かかります。家が点在する地域では、
個別浄化槽を設置した方が費用を抑え
ることができます。
なお、汚⽔処理場で処理した場合と同
程度に⽔をきれいにすることができま
す。

１



次にそれぞれのエリアの関係を図にしたものです。市営浄化槽と個⼈設置浄化槽は
どちらも世帯に１つ設置する中身は同じ浄化槽ですが、設置するエリアによって区分
されます。

農業集落排水
のエリア

市営浄化槽
のエリア

※どのエリアにも
ならない地域

個人設置浄化槽のエリア
※公共下水道の全体計画内で
未整備の地域

※中身は同じで
設置するエリア
が違います

どちらも世帯に１つ
設置する浄化槽

１ 下⽔道事業の概要（２）エリアの概略図

公共下水道・
特定環境保全公共下水道のエリア

※事業計画内で未整備の地域を含む
※未整備の地域は個人で浄化槽を設置
するが、補助はなし

全体計画と事業計画の違いは︖Ｑ
公共下⽔道事業の整備は⻑期間を要するため、まずは「全体計画」で最終的な目標（将来の⼈⼝、全体エリ
ア）を⽴てます。その上で、実際に予算をつけて⼯事に着⼿するために、数年単位（５〜７年）で区切った
「事業計画」を作成し、県の確認を受けます。 2

コミュニティ
・プラント

のエリア

事業計画エリア

全体計画エリア
奥州市全域



「公共下⽔道整備予定エリアの縮小」のイメージ図です。
公共下⽔道の全体計画を縮小すると、個⼈設置浄化槽のエリアから市営浄化槽の

エリアに変わります。また、公共下⽔道の事業計画エリア縮小の場合も全体計画か
ら外れるエリアもあるため、その区域は市営浄化槽のエリアになります（岩⼿県と
協議中です）。
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え

市営浄化槽
のエリア

※どのエリアにも
ならない地域

２ 経営戦略に定める基本方針 集合処理から個別浄化槽活用への切り替え
（１）公共下⽔道整備予定エリアの縮小

縮小する
点線部分は
市営浄化槽の
エリアに

公共下水道の全体計画エリアの縮小

個人設置浄化槽のエリア
※公共下水道の全体計画内で未整備の地域

公共下水道の事業計画
エリアの縮小

公共下水道・
特定環境保全公共下水道のエリア

※事業計画内で未整備の地域を含む

※未整備の地域は個人で浄化槽を設置
するが、補助はなし

農業集落排水
のエリア

コミュニティ
・プラント

のエリア

縮小する
点線部分は
市営浄化槽の
エリアに

全体計画エリア

事業計画エリア

奥州市全域



本来、浄化槽は、個⼈の財産のため、個⼈負担で設置⼯事を⾏い、その後の処理⽔
の⽔質管理などは、利用する家庭が維持管理業者へ依頼するのが⼀般的です。
市は、設置⼯事費等の個⼈負担を軽減し、公衆衛生の向上に積極的に取り組むた

め、公共下⽔道等の集合処理以外のエリアについて、市が責任をもって⼯事・維持管
理をする「市営浄化槽」の整備を進めてきました。
市営浄化槽と個⼈設置浄化槽の違いは次のとおりです。

個人設置浄化槽 市営浄化槽

対象エリア 公共下⽔道の全体計画内で未整備の
地域

公共下⽔道
農業集落排⽔
コミュニティ・プラント

整備及び管理 個⼈が⾏う
市が⾏う
※浄化槽のみ設置。宅内設備及び浄化
槽前後の排⽔管は個⼈負担。

使用者の
整備費用の負担

⼯事費の６割を負担
※５⼈槽の場合 ⼯事費 1,038,000円

補助⾦▲ 414,000円
負担額 624,000円

浄化槽の標準⼯事費の1/10の額を
分担⾦として⽀払い
※５⼈槽の場合の分担⾦ 103,800円

使用者の
管理費用の負担

汚泥引抜⼿数料、法定検査⼿数料、
清掃⼿数料、保守点検⼿数料の合計
約６〜８万円/年
※浄化槽の規模による

使用料の⽀払い
※１か⽉の使用料が20㎥の場合
5,023円/⽉×12か⽉＝60,276円/年

※汚泥引抜⼿数料等の経費は全て市が
負担。

以外の
エリア

4

２ 経営戦略に定める基本方針 集合処理から個別浄化槽活用への切り替え
（１）公共下⽔道整備予定エリアの縮小【市営浄化槽と個⼈設置浄化槽】



この分が
負担増

浄化槽設置
費用への補助
の嵩上げ

現在検討中です
決まり次第
市⺠周知を
図ります

個⼈設置浄化槽エリアの⽔洗化率の向上のため、経営戦略では、浄化槽設置費用へ
の補助の嵩上げ案について次のとおり掲載しています。

Ｑ 現在の補助⾦の具体的な額は︖

５⼈槽で４１万４千円、７⼈槽で４７万４千円、１０⼈槽で６６万円です。

嵩上げ前 嵩上げ後

２ 経営戦略に定める基本方針 集合処理から個別浄化槽活用への切り替え
（２）個⼈設置浄化槽への⽀援の拡充【概要】

個人設置
浄化槽

の設置費用

負担が同程度
となるよう
補助を嵩上げ

公共下水道
受益者負担⾦

５R９〜Ｒ14 R15〜Ｒ17 Ｒ18〜

浄化槽設置
費用への
補助⾦

浄化槽設置
費用への
補助⾦

浄化槽設置
費用への
補助⾦

浄化槽設置
費用への
補助⾦

補助⾦
の嵩上げ分補助⾦

の嵩上げ分

個人設置
浄化槽

の設置費用

個人設置
浄化槽

の設置費用

個人設置
浄化槽

の設置費用

８割補助
※現状より
４割嵩上げ

６割補助
※現状より
２割嵩上げ

公共下水道
受益者負担⾦

４割補助
※現状 ４割補助



６

「農業集落排⽔処理施設の公共下⽔道への接続」のイメージ図です。
市では令和２（2020）年度末時点で30施設あった農業集落排⽔処理施設を、公共

下⽔道への接続により８施設廃⽌し、統廃合により２施設減らしました。
今後も、公共下⽔道への接続により経費削減が⾒込まれる場合は、実施時期を早

めます。

30施設 20施設 ※R８現在

農業集落排水施設
同士の統合

農業集落排水施設
同士の統合

施設を減らすことにより
維持管理費や更新費用を削減

公共下水道へ
接続

公共下水道へ
接続公共下水道

２ 経営戦略に定める基本方針 集合処理から個別浄化槽活用への切り替え
（３）農業集落排⽔処理施設の公共下⽔道への接続

農業集落排⽔
処理施設

廃⽌した
農業集落排⽔
処理施設



下⽔道使用料を改定するためには、下⽔道事業を取り巻く厳しい状況をご説明する
とともに、下⽔道事業を継続するためには⼀定の使用者負担が必要であることをご理
解いただく必要があると捉えています。
今後の周知については、次のとおり予定しています。
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３ 市⺠周知について

上下水道部広報誌
「おうしゅうの水」の発⾏
※写真は最新号（令和８（2026）年６⽉
発⾏第７号）

市⺠説明会の開催
※日時、場所は８⽉27日発⾏の
上下水道部広報誌「おうしゅうの水」
にてお知らせします。

ホームページ、
ＳＮＳへの掲載

どの世代にも情報が届くよう、様々な⽅法で広報活動を⾏います。



公共下水道・
農業集落排水

特定環境保全
公共下水道

コミュニ
ティ・プ
ラント

市営浄化槽 個人設置浄化槽

対象エリア
公共下⽔道
・農業集落排⽔
のエリア

特定環境保全公
共下⽔道のエリ
ア

コミュニ
ティ・プ
ラントの
エリア

公共下⽔道
農業集落排⽔
コミュニティ
・プラント

公共下⽔道の全体計
画内で未整備の地域

整備及び
管理 市が⾏う 市が⾏う 市が⾏う 市が⾏う 個⼈が⾏う

使用者の
整備費用の
負担

土地面積
×380円

※200㎡の場合
200㎡×380円
＝76,000円

⽔沢
土地面積×250円
胆沢
土地面積×300円
※⽔沢、200㎡の
場合
200㎡×250円
＝50,000円

なし

浄化槽の標準⼯事費
の1/10の額を分担⾦
として⽀払い
※５⼈槽の場合
103,800円

⼯事費の６割を負担
※５⼈槽の場合
⼯事費 1,038,000円
補助⾦▲ 414,000円
負担額 624,000円

使用者の
管理費用の
負担
※１か⽉の
使用料が
20㎥の場合

使用料の⽀払い
※１か⽉の使用料が20㎥の場合
【改定前】3,300円/⽉×12か⽉＝39,600円/年
【改定後】4,290円/⽉×12か⽉＝51,480円/年

使用料の⽀払い
※１か⽉の使用料が
20㎥の場合
5,023円/⽉×12か⽉
＝60,276円/年

汚泥引抜⼿数料、法
定検査⼿数料、清掃
⼿数料、保守点検⼿
数料の合計
約６〜８万円/年
※浄化槽の規模による

エリアごとの費用の違いは次のとおりです。
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４ エリアごとの費用の違い

以外の
エリア
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令和８年８⽉〜９⽉ ・市⺠周知
（広報①、市⺠説明会、市ホームページ、ＳＮＳ）

９⽉下旬 ・第３回運営審議会

10⽉上旬 ・運営審議会より答申

11⽉下旬 ・12⽉市議会定例会に条例改正案提出

令和９年３⽉ ・市⺠周知
（広報②、市ホームページ、ＳＮＳ）

４⽉ ・改定後の下⽔道使用料の適用
※４⽉検針分（５⽉請求分）から適用

今後のスケジュールは次のとおり予定しています。

５ 今後のスケジュールについて


